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議案第9号関係

1 「平成30年度三重県一般会計予算J （防災対策部関係）について

( 1 ) 施策毎の予算状況 （単位千円、%）

施策・基本事業名 平成30年度 平成29年度 比 較

（主な構成事業名）
当初予算額 I号補正後予算額 増 減 増減率

1 1 1 災害から地域を守る人づくり 33,058 46,291 .6. 13, 233 71. 4 

11101防災人材の育成・活用

「みえ防災・減災センターj事業
33,058 46,291 ム 13,233 71. 4 

・地域防災課題解決プロジェクト事業

1 1 2 防災・減災対策を進める体制づくり 1, 140, 568 1, 247,284 .6.106,716 91. 4 

11201防災 E 減災対策の推進

• DONETを活用した津波予測・伝達システム
等展開事業 130,509 140,640 ム 10,131 92.8 

－地域減災対策推進事業

11202災害対策活動体制の充実掴強化

・災害時受援体制J整備事業
－訪災ヘリコプター運航管理費 363,891 553,915 ム 190,024 65. 7 －国民保護対策費
－災害救助事業

11203迅速な対応に向けた防災情報の共有化

－防災行政無線整備事業
・防災情報プラットフォーム事業 414,333 307, 193 107, 140 134. 9 
－気象情報収集事業

11208消防救急体制の充実・強化

・消防行政指導事業 171, 001 178,201 ム 7,200 96.0 

11209高圧ガス等の保安の確保

－高圧ガス指導事業 60,834 67,335 ム 6,501 90.3 

1 2 1 地域医療提供体制の確保 13,261 13 103 158 101. 2 

12103救急医療等の確保

－救急救命活動向上事業 13, 261 13, 103 158 101. 2 

行政運 営 2 行財政改革の推進による県行政の
1, 236 1, 486 .6. 250 83. 2 

自立運営

40201 El立的な県行政の運営

－危機管理推進事業 1, 236 1,486 ム 250 83. 2 

人件費 564,599 565 129 ム 530 99.9 

その他 126 158 ム 32 79. 7 

防災対策部 計 1, 752,848 1, 873, 451 .6. 120, 603 93.6 



( 2）主な増減事業 （単位 a千円）
・－

基本事業 平成30年度 平成29年度
増減額五回事業名 主な増減理由

番号
当初予算額 1号補正後予算額

11202 災害救助事業 39,219 39,219 
健康福祉部からの事
務移管

広域防災拠点維持管理費
北勢広域防災拠点の11202 （旧 広域防災拠点施設 日， 681 202,046 ム 195,365 
整備終了

整備事業）

防災ヘリコプター運航管
新防災ヘリコプター

11202 268,004 299,087 ム 31,083の導入完了
理費

(2機運航の終了）

地上系防災行政無線
の総務省が定める新

11203 防災行政無線整備事業 87,204 40,000 47,204 基準に対応した設備
への更新等に向けた
設計の実施

震度情報ネットワー
11203 気象情報収集事業 64,518 11, 822 52,696 クシステムに係る

サーバの更新

η
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防災対策部

平成30年度当初予算のポイン卜

1 予算編成にあたっての基本約な考え方

平成29年 10月に発生した台風第21号・第22号は、県内各地に甚大な

被害をもたらしました。こうした台風をはじめとする風水害への備えや近い将

来の発生が危倶される南海トラフ地震による地震・津波への対策など、大規模

自然災害に対する防災・減災対策の強化が求められています。

県では平成29年度において、今後の三重県の防災・減災対策のあり方を示

す「三重県防災・減災対策行動計画jや、国・他県等からの応援を円滑に受け

入れ、効果的な被災者支援へつなげる「三重県広域受援計画I、本県に接近す

る台風に対して取り組むべき項目をまとめた「三重県版タイムラインJの策

定・試行などに取り組んでいます。

平成30年度は、こうした新たな計画や取組を着実に推進するため、 「三重

県防災・減災対策行動計爾jに基づき、県、市町、県民など様々な主体の防災

活動を進めるほか、「三重県広域受援計画Jに基づいた円滑な受援体制の構築、

「三重県版タイムライン」の市町への展開、防災情報プラットフォームによる

県民へのわかりやすい情報提供など、防災・減災対策の充実を図ります。

これらの取組を通して、防災活動が非日常的な特別な活動ではなく、日々の

業務や生活と一体化した、いわゆる「防災の日常化jの定著を図り、 「災害に

強い三重づくりJをより一層推進していきます。

2 主な重点項目

( 1 ）地域防災力の向上

「みえ防災・減災センターJ事業 予算額 17' 4 0 0千円

「みえ防災・減災センター」において、妨災に関する人材の育成・活用、

地域・企業支援、情報収集・啓発、調査・研究の取組を通して、県内の防

災・減災対策を推進し、 「防災の日常化j の定着を図ります。

（新）地域防災課題解決プロジェクト事業 予算額 2, 5 0 0千円

＜事業実施期間・平成 30年度～平成 31年度＞

東日本大震災、熊本地震、台風第 21号などの様々な課題をふまえると

ともに、南海トラフ地震を想定し、「共助」の取組の活性化を図るため、

「みえ防災・減災センターJやセンターに職員を派遣した市町とともに、

地域でのワ」クショップ等を通して実践・検証のうえ、課題解決に向け

た手引書を作成し、県内市町への水平展開を図ります。
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( 2）地震・津波および、嵐水害への備え

（一部新） DONE Tを活用した津波予測・伝達システム等展開事業

予算額 29, 580千円

南海トラフ地震による津波対策として、「DONE  Tを活用した津波

予測・伝達システム」の県南部地域への早期導入を進めるとともに、伊

勢湾岸地域への導入について検討します。

また、台風対策として、「三重県版タイムラインjの運用を開始すると

ともに、気象台をはじめとする関係機関と連携しながら市町のタイムラ

インの策定を支援し、水平展開を図ります。

( 3）災害時受援体制の整備

（新）災害時受援体制整備事業 予算額 6' 9 6 5千円

＜事業実施期間：平成 30年度＞

「三重県広域受援計画Jに基づき、県と市町が 体となった災害時受

援体制を築くため、計画の実効性向上や市町の受援体制の整備促進をめ

ざした活動実験を行うとともに、市町の受援体制整備に関する作業手順

を取りまとめた手引書を作成します。

( 4）防災情報の充実

（一部新）防災情報プラットフォーム事業 予算額 41, 188千円

防災情報プラットフオ｝ムについて、県民により幅広く、わかりやす

い情報の提供や「三重県広域受援計画jに基づく災害時受援体制の迅速

な把握等をめざして、機能の充実・追加を行います。

3 事業の見直し

モデ／レ事業の終了や事業効率化の観点から、事業の廃止・リフォームを行

いました。

事業本数 事業費

廃止 1本 ム1,988千円

リフォーム 2本 ム7,343千円

合計 3本 ム9,331千円
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平成 30年度当初予算主要事業

政策名、施策名及び事業の内容

《政策名：防災圃減災》

〈施策名： (111) 災害から地域を守る人づくり〉

1 「みえ防災同減災センター」事業

[ (11101）防災人材の育成・活用］

（第2款総務費第8項防災費 1紡災総務費）

「みえ防災・減災センター」において、防災に関する人材の育成・活

用、地域・企業支援、情報収集・啓発、調査・研究の取組を通して、県

内の防災・減災対策を推進し、 「防災の日常化j の定着を図ります。

（単位千円）

予算額

17,400 

2 （新）地域防災課題解決プロジェク卜事業 I 2, soo 

く事業実施期間：平成30年度～平成31年度＞

[ (11101）防災人材の育成・活用］

（第2款総務費第8項防災費 1防災総務費）

東日本大震災、熊本地震、台風第21号などの様々な課題をふまえると

ともに、南海トラフ地震を想定し、 「共助」の取組の活性化を図るため、

「みえ紡災・減災センター」やセンターに職員を派遣した市町とともに、

地域でのワークショップ等を通して実践・検証のうえ、課題解決に向け

た手引書を作成し、県内市町への水平展開を図ります。

〈施策名 ( 112）防災 E 減災対策を進める体制づくり〉

1 （一部新） DONE Tを活用した津波予測冒伝達システム等展開事業 I 29,sso 

[ (11201）防災・減災対策の推進］

（第2款総務費第8項防災費 1防災総務費）

南海トラフ地震による津波対策として、 「DONE Tを活用した津波

予澱・伝達システム」の県南部地域への早期導入を進めるとともに、伊

勢湾岸地域への導入について検討します。

また、台風対策として、 f三重県版タイムラインJの運用を開始する

とともに、気象台をはじめとする関係機関と連携しながら市町のタイム

ラインの策定を支援し、水平展開を図ります。

2 地域減災対策推進事業 I 12,011 

[ (11201）防災・減災対策の推進］

（第2款総務費第8項防災費 1防災総務費）

南海トラフや内陸活断層による地震・津波および台風・局地的豪雨等

による土砂災害をはじめとする風水害に備えるため、市町が実施する避

難所の総合的な整備をはじめ被災によって孤立した地域への支援など、

地域特性に応じた防災・減災対策を支援します。

また、津波避難施設整備等に対する支援制度により、県北部海抜ゼロ

メートノレ地帯における津波避難対策を促進します。
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政策名、施策名及び事業の内容

3 （新）災害時受援体制整備事業

＜事業実施期間平成30年度＞

[ (11202）災害対策活動体制の充実・強化］

（第2款総務費第B項防災費 1防災総務費）

「三重県広域受援計画」に基づき、県と市町が 体となった災害時受援

体制を築くため、計画の実効性向上や市町の受援体制の整備促進をめざし

た活動実験を行うとともに、市町の受援体制整備に関する作業手順を取り

まとめた手引書を作成します。

4 防災ヘリコプター運航管理費

[ (11202）災害対策活動体制の充実・強化］

（第2款総務費第8項防災費 1防災総務費）

防災ヘリコプター Iみえjを救急救助活動、災害応急活動等に活用し、

本県消防防災体制の強化を図ります。

5 国民保護対策費

[ (11202）災害対策活動体制の充実・強化1

' （第2款総務費第B項防災費 1防災総務費）

三重県国民保護協議会を開催するとともに、関係機関と連携して国民

保護司ii練を実施しますロまた、 Jアラート受信機の更新を行います。

6 災害救助事業

[ (11202）災害対策活動体制の充実・強化］

（第2款総務費第日項防災費 4災害救助費）

災害に備え、救助に必要な備蓄物資の保守管理を行います。また、災

害救助法による救助に要する費用等の財原に充てるため、災害救助基金

を積み立てます。 （健康福祉部からの事務移管）

7 防災行政無線整備事業

[ (11203）迅速な対応に向けた防災情報の共有化］

（第2款総務費第8項防災費 1防災総務費）

地上系防災行政無線の総務省が定める新基準に対応した設備への更新

および有線系の通信回線の再構築に向けた設計を行し、ます。

（単位：千円）

予算額

6,965 

268,004 

5,690 

39,219 

87,204 

8 （一部新）防災情報プラットフォーム事業 I 41, 1ss 

[ (11203）迅速な対応に向けた防災情報の共有化］

（第2款総務費第8項防災費 1防災総務費）

防災情報プラットフォームについて、県民により幅広く、わかりやす

い情報の提供や「三重県広域受援計画」に基づく災害時受援体制の迅速

な把握等をめざして、機能の充実・追加を行います。
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政 策 名 、 施 策 名及び事業の内容

9 気象情報収集事業

[ (11203）迅速な対応に向けた防災情報の共有化］

（第2款総務費第8項防災費 1防災総務費）

県内の震度情報を確実に収集するため、震度情報ネットワークシステ

ムのサーバ更新を行います。

10 消防行政指導事業

[ (11208）消防救急体制の充実・強化］

（第2款総務費第8項防災費 2消防指導費）

県内各市町の消防団で構成される三重県消防協会の諸事業等の円滑な

実施を通じて、消防団員の確保や消防団の活性化等に取り組みます。

11 高圧ガス指導事業

[ (11209）高圧ガス等の保安の確保］

（第2款総務費第8項防災費 3銃砲火薬ガス等取締費）

高圧ガスによる災害を防止するため、高圧ガス事業所等の保安管理に

関する指導を徹底するとともに、許認可申請に対する審査および保安検

査、立入検査によって安全を確保します。また、企業による自主保安の

推進を目的とした研修を行います。

《政策名ー命を守る》

〈施策名： (121)地域医療提供体制の確保〉

1 救急救命活動向上事業

【（12103）救急医療等の確保］

（第2款総務費第8項防災費 2消防指導費）

救命率の向上に向け、メディカノレコントロール体制のもとで指導救命

士の養成講習や、救急救命士が行う特定行為を円滑に行うための講習等

を実施します。

《行政運営の取組》

〈行政運営2 行財政改革の推進による県行政の自立運営〉

1 危機管理推進事業

[ (40201）自立的な県行政の運営］

（第2款総務費第2項企画費 5危機管理費）

危機発生の未然防止に努めるとともに、危機発生時に迅速・的確な対

応ができるよう、職務に応じた職員研修などを行います。

四 12-

（単位：千円）

予算額

64, 518 

8, 171 

21,455 

3,850 

l, 236 



議案第2号関係

2 「平成 29年度三重県一般会計補正予算（第9号）」 （防災対策部関係）
について

( 1 ）補正予算額

区 分 補正前の額 補正額 補正後の予算額

第 2款総務費 1,965,076 3,404 1,968,480 

第 2項 企画費 l, 426 1, 426 

第 8項 防災費 1,963,650 3,404 1,967;054 

（単位千円）

〔項目一覧〕 （単位ー千円）

事業名（品目事業名） 補正前の額 補正額 補正後の予算額 補正の概要

総務費

防災費

防災総務費

給与費

人件費 638,023 3,404 641,427 人事委員会勧告に基づ
く給与改定の実施に伴
う増額。

円。
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議案第81号関係

3 「平成29年度三重県一般会計補正予算（第 10号）」 （防災対策部関係）
について

( 1 ）補正予算額
（単位千円）

区 分 補正前の額 補正額 補正後の予算額

第2款 総務費 1,968,480 ム 41,325 1,927, 155 

第 2項企画費 1,426 1, 426 

第 8項 防災費 1, 967,054 ム 41,325 1, 925, 729 

〔主要項目一覧〕 （単位千円）

事業名（細事業名） 補正前の額 補正額 補正後の予算額 補正の概要

総務費

防災費

妨災総務費

防災拠点施設整備事業費

広域防災拠点施設整備 170,919 ム 32;620 138,299 北勢広域防災拠点整備

事業費 に係る事業費の精査や
各広域防災拠点に備蓄
する物資の調達におい
て入札差金が生じたこ
となどに伴う減額。

防災ヘリコプター運航管理費
防災ヘリコプター運航 369,586 ム Jl,060 358, 526 ヘリコプターに係る点

管理費 検整備費用の確定など
に伴う減額。

( 2）債務負担行為
［追加〕 （単位千円）

限度額
左の財源内訳

事項 期間
地方債 その他 一般財源

説明

震度情報ネット
平成29年度

震度情報ネットワークシ
ワークシステム保 ステムの保守点検を委託
守点検業務委託に ～ 2, 740 2, 740 するもの。
係る契約 平成30年度

防災施設の自家用
平成29年度 防災施設の自家用電気工

電気工作物保安管 1作物保安管理を委託する
理業務委託に係る 392 391 もの。
契約 平成30年度

中継所局会等に係
平成29年度 防災行政無線中継所局舎

る賃借契約 等を賃借するもの。
～ 32, 648 32,648 

平成30年度
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議案第41号関係

4 「三重県消防、火薬、高圧ガス及び電気関係手数料条例の

一部を改正する条例案」について

1 改正理由

平成30年 1月 26日付けで「地方公共団体の手数料の標準に関する政令の一部を改正

する政令Jが公布されたことに伴い、 「三重県消防、火薬、高圧ガス及び電気関係手数料

条例Jの一部を改正するものです。

2 改正案の内容

「消防法、高圧ガス保安法及び液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法

律」に基づき、知事が実施する下記の事務に係る手数料を改正します。

事 務 の 穣 類 現行 改正案 改正額

(1）消防法関係

①危険物取扱者免状の交付 2, 8 0 0円 2' 9 0 0円 十 10 0円

②危険物取扱者免状の再交付 1, 8 0 0円 1, 9 0 0円 十 10 0円

③甲種危険物取扱者試験 5' 0 0 0円 6' 5 0 0円 十 1,5 0 0円

③乙種危険物取扱者試験 3' 4 0 0円 4, 5 0 0円 十 1, 1 0 0円

⑤丙種危険物取扱者試験 2' 7 0 0河 3' 6 0 0円 十 90 0円

⑥消防設備士免状の交付 2' 8 0 0円 2, 9 0 0円 +10 0円
⑦消防設備士免状の再交付 il' 8 0 0円 1, 9 0 0円 十 10 0円

⑧甲種消防設備士試験 5' 0 0 0円 5' 7 0 0円 十 700円

⑨乙種消防設備士試験 3, 4 0 0円 3' 8 0 0円 十 40 0円

(2）高圧ガス保安法関係

容器検室及び再検査

①繊維強化プラスチック複合容 1 8 0円 1 6 0円 2 0円
器又は圧縮天然ガス自動車燃

料装置用容器（内容積1リット

ル以上5リットル未満）

②高強度鋼容器（内容積5リット 2 2 0円 2 1 0円 1 0円
ル以上30リットル未満）

③高強度鍋容器（内容積30リッ 220円に109y ~Jv 2 1 0円に1091トル
トル以上50 0リットル以下） 文はl091~1Hこ満た 又は1091f1vに満た

ない端数を増すご ない端数を増すご

とに4円を加えた とに 3円を加えた

金額 金額

④その他の容器（内容積1リット 9 0円 8 0円 -1  0円

ル未満）

(3）液化石油ガスの保安の確保及

び取引の適正化に関する法律

関係

充てん設備の変更の許可 1 9' 0 0 0円 1 7' 0 0 0円 -2, 0 0 0円

3 施行期日

平成30年4月1日（ただし、上表の（1）消防法関係の改正規定は平成30年5月1日）
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